



















































































































































































































































































































































41 Alexander Graf zu Dohna， Das Strafprozesrecht， 3. Aufl. 1929， S. 196 f 



































































































47 vgl. Herbert Trandle Zur Reform des Rechtsmittelsystems， in: Probleme der Strafprozesreform， 1975， hrsg 
von Luttger， S.73 f. 






















する現状」を土台とすればやむを得ない， (2) と (3)は裁判官の資質の問題なので控訴がなく
なれば裁判官が良くなるわけではない (4)は第一審に比べて直接主義が後退する控訴審では避


























































































てすべきだ、った決定をしなかった. (5)公判での異議申立てについて決定をしなかった， (16) 
法律により公判を停止または更新すべき場合にそれをしなかった， (17)被告人または弁護人に
最終陳述の機会を与えなかった， (18)審判対象と判決に組踊があるとき， (19)判決理由がない
か，理由に蹴揺があるとき， (20)判決に示すべき判断を逸脱した， (21)判決書きに裁判官の署
名がない.という場合である。
さらに相対的上告理由として，(1)絶対的上告理由にならない法令違反で，判決に影響するこ
とが明らかなとき， (2)量刑が不当であるという顕著な理由があるとき (3)再審事由があると
き，(4)重大な事実誤認を疑うに足りる顕著な理由があるとき， (5)判決後に刑の廃止，変更，
大赦があったとき，という 5項目が挙げられる。
上告審においては上告趣意書に基づいて弁論が行われ，趣意書によって申し立てられた範囲に
ついては.調査が必要的である。そして，そして，職権調査の範囲は，(1)裁判所の管轄の当否，
(2)公訴受理の当否， (3)判決により認定された事実に対する法令の適用の当否， (4)判決後の
刑の廃止.変更，大赦の有無， (5)量刑不当の顕著な理由の有無・再審事由の有無・重大な事実
誤認を疑うに足る顕著な理由の有無，である。これらは上告趣意書に記載がなくても調査できる。
事実の確定に影響を及ぼすべき法令の違反を理由として原判決を破棄すべきものと認めるとき
は，さらに事実の審理をしなければならないので，この場合は事実審理をなす旨の決定をして，
事実審理に移行することになる。その事実審理は 原則的に控訴審と同一である。
上告審における棄却判決は(1)申立て方式違反という形式的理由と (2)上告理由がないと
いう実体的理由のどちらかである。そして破棄判決は まず形式裁判として(1)管轄違いや公
訴受理に関する差戻し，または (2)移送，そして (3)公訴棄却がある。次に，実体裁判として
(1)事実審理を聞いた場合は，事件につき原則として自判しなければならないし， (2)事実審を
聞かなくても法令違反や刑の変更，大赦のような場合は破棄判決を下すことになる540
以上の説明から，旧上告制度が現行控訴制度と酷似していることが見て取れるであろう。例え
54 岡田庄作『刑事訴訟法原論j(明治大学出版部.1927年)426頁以下。
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ぱ，法定の制限された理由によって原判決の更正を請求する上訴である点，事実認定に関わる理
由について自判することが可能である点，上告理由の審理は趣意書に基づきつつ，職権調査事項
についてある程度幅がある点などである55。さらに，基本的に法律審ではあるものの，その構造
が爾後審査と言われていることも，看過することのできない類似点である叱
従って，現行控訴制度は「控訴」という名前こそ引き継いでいるものの，いわば達磨落としの
要領で旧上告審の機能が控訴審へ委譲されたことにより，控訴廃止論が実質的に実現されたもの
と考えられるのである57。前述の通り，控訴廃止論とは「控訴審を取りつぶす」ことではなく「覆
審制を採用しない」ことであろうと考え得るので，控訴現由の制限によってそれは達成されたと
見るべきである。従って これらの議論は，旧法から現行法へ大きな影響を与えたと考えること
ができるであろう。
結論
現行刑事控訴制度における旧法からの連続性として，本稿では控訴廃止論の実質的実現につい
て検討した。その役割は，従来論じられてきた「裁判所の負担軽減」を制度上具体的に後押しす
る. I覆審制の廃止」であろうと思われる。旧法における司法制度改善論の続きが，現行制度の
制定過程においても試みられ，その観点からの控訴廃止論が，爾後審査という発想と相まって.
裁判所の負担を軽減するような制度を実現したのであろう。
また，この「爾後審査の概念」も，旧法からの連続性の一部である。控訴廃止論を端緒にして
覆審制の廃止という方向性が定まったことにより，その対置概念であったところの爾後審査に焦
点が当てられたものと考えられる。ドイツにおいて控訴理由の制限の有無を基準に分類されてい
たこれらの割は，徐々にその姿を変え，現行控訴審の構造を論じる際の理念却に影響している。
そのような影響を受けて作り出された事後審という型に則り，現行控訴制度は旧上告制度の機
能を譲り受ける形で作り上げられた。しかしながら，この「事後審制の採用」と「覆審制の不採
用」とは，表裏一体の関係とも言える。そして，特に後者が推進されたのは，控訴廃止論の存在
によるところが大きいと考え得るのである。
今日に至るまで，裁判所は控訴審が「事後審」であると主張してきたところであるが鴎，その
主張における「事後審」の内容は，おそらく現行制度の制定過程終盤で主張された「上訴制度改
革についての提案」に類似するものであり，第一審集中主義を強調するものであろう 59。しかし
弱小山松吉『刑事訴訟法提要~ (法政大学.1925年)575頁以下。
56 団藤重光「刑事訴訟法綱要.1 (弘文堂書房.1943年)643頁以下。
57 後藤・前掲注16.278頁小野・前掲注38.378頁。
国例えば，最高裁平成M年2月13日第一小法廷判決・刑集66巻4号482頁。裁判所はこれまでの判例で控訴
審が事後審であることにたびたび言及している。
59 但し，これが現行の裁判員制度を加味した上で.その第一審における判断を車重すべきとする主張まで含むか
どうかは，なお考察の余地がある。この点について，中川孝博「最一小判平24・2・13の意義と射程」季刊刑
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ながら，この主張自体はともかく，その採用動機が改善型アプローチを内包している以上.現行
制度の制定に用いられた手段は「積極的に事後審制を採用する」ことだけではない。何故なら.
改善型アプローチが「事後審制の採用」よりも「覆審制の不採用」に重点を置いていたと考えら
れるからである。
今後の課題としては，この主張そのもの及ぴ，制定過程の終盤以降において新設型アプローチ，
特にアメリカ法の影響は存在したか否かの研究が挙げられる。その影響の有無に関する評価が割
れている以上ω，検討の対象としなければ，現行制度の構成要素の研究として，不十分であると
の誹りを免れない。
いずれにしても，現行制度に旧法における議論の影響が見られるということは，重要であると
思われる。おそらくそれこそが.現行制度において事後審制が完全には実施されていないとされ
る理由であろう。覆審制でなくなりさえすれば良いという発想が，制度設計及びその運用に影響
しているのではないだろうか。
事弁護71号 (2012年)参照。
ω小野・前掲注38，378頁，鴨・前掲注46，210頁はその影響を前提とするが，後藤・前掲注16，294頁は影響
があるという考察の妥当性に疑問を投げかける。
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